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中期経営計画に関するお知らせ 

 

当社は、2015 年度を初年度とする中期経営計画（2015 年～2017 年度）を策定いたしましたので、その

概要を下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．中期経営計画策定の背景 

当社は 2008 年のリーマンショック以降、売上高が約半分に落ち込み、2009 年３月期から６期連

続で営業損失及び経常損失を計上しておりました。これらの状況を改善すべく、次のとおり経営

改善に向けた施策を講じてまいりました。 

収益性の改善として、2011 年に栃木工場への統合および組織再編、早期希望退職者募集による

固定費の削減、役員報酬、諸々の委託費、手数料等の一般管理費の半減、また、社内 QMS（品質）、

EMS（環境）活動を主とした改善活動により、歩留り向上を図り、製造原価の低減に取り組んでま

いりました。 

販売戦略の再構築として、主要顧客をコンシューマーエレクトロニクス業界から、自動車、医

療・食品・その他分野へ、当社の独自技術である「高速ヒートサイクル成形」技術と開発力を活

かし、新規顧客の開拓、新製品の受注に努めてまいりました。その結果、自動車、医療、その他

分野において売上高が伸長してまいりました。 

財務体質面においても、有利子負債の総額を 2011 年に対し半減まで削減し、強化を図ってまい

りました。 

その結果、2015 年３月期に営業利益及び経常利益を計上するにいたりました。 

当社といたしましては、今後も経営の安定化を図るため、継続した固定費削減等、諸施策を実

施するとともに、当社の強みを生かした営業展開をしてまいります。 

 

２．数値目標 

（単位：百万円） 

 実績 計画 計画 計画 

2015年３月期 2016年３月期 2017年３月期 2018年３月 
売上高 4,015 4,050 4,175 4,735 
営業利益 25 125 62 239 
経常利益 20 115 58 234 
当期純利益 119 105 53 201 

 

 

 



 

３．経営方針 

当中期経営計画期間における経営方針と致しまして、自動車、医療・食品、産業資材を中核と

した領域に、当社固有の技術開発力を活かして、売上高を維持拡大させてまいります。また、当

社の Core Competence である技術力の継続的強化を進め、「コア技術」である高速ヒートサイク

ル成形技術の発展を重点課題と捉え、製品競争力の強化を図ってまいります。さらに、顧客満足

度の向上を目的とした「ものづくりプロセスの最適化」の更なる推進を進め、効率の良い安定し

た生産活動を目指してまいります。 

 

４．販売計画 

（１）販売方針 

世界の開発拠点と大規模な生産拠点を国内に保有する自動車分野、また、先進国型産業である

医療機器、国内需要型の生産体制に立脚する食品容器分野、本邦で固有な発展を遂げ進化し続け

るコンビニエンス向け設備、遊技部品用途等の顧客領域を重点的に展開させてまいります。 

 

①自動車分野 

本分野の主力製品であったカーエアコン向けは、顧客経営環境変化により新規受注が困難とな

っており、当該顧客への販売金額は漸減傾向にあります。 

一方で、当社の独自技術と開発力を活かして内装品・カーナビ・メーターパネル向けの開発を

活発に行っており、新規顧客受注、売上増加に繋がっております。また、外装品についてもホイ

ルキャップ・フロントグリル等も順調に伸びております。今後、更なる開発に努め、新規製品、

新規顧客の受注に努めてまいります。 

 

②医療・食品分野 

血液自動検査装置に使用されている検査プレートは、当社独自の精密転写技術が生かし当該検

査プレートのディスポーザル化の開発を進めており、医療機器向け製品の拡販が期待されます。

また、新規顧客より医療機器の筐体部品を受注しており、今後売上拡大に努めてまいります。 

食品容器は、フィルムをインサートして製品化する新デザート容器生産が本格的に稼働し高付

加価値品として安定した販売を見込んでおります。 

 

③電機分野 

当分野における主力製品のエアコン部品は、顧客経営判断から中国生産を国内生産に戻す決定

がありましたが、2013 年より大物部品が顧客内製化となりました。よって、当社では、中・小

物部品及びピーク時の大物部品の生産となっております。一方で付加価値のある冷蔵庫部品を受

注して、今後も一定の売上を見込んでおります。 

 

④産業資材分野 

2013 年より組立スペース及び大型成形機を活かし、遊技機器のベース部品成形・組立を取り

入れており、順調に売上を伸ばしております。また、当社独自の高転写技術を利用した LED パネ

ル部品の開発を進めています。 

各コンビニエンスストアに設置されている保温ショーケースのプラスチック部品とショーケ

ース完成品組立てを受注しており、今後も安定した受注を図ります。 

 

⑤金型・技術分野 

金型売上は、自動車部品の開発案件含め順調な回復が見込まれており、今後は高付加価値な外

装品のみならず、精密な転写性能を活かした機能部品への伸長が期待されています。 

技術ロイヤリティやコミッション収入を主とする技術資源分野は、過去においてノート PC や

ゲーム機によるものが主たる収入源でしたが、今後は事業提携先であるフィッシャーテック社向

けの自動車部品、医療機器等が中心になっていく見通しです。 

 



（２）販売計画 

（単位：百万円） 

 実績 計画 計画 計画 

セグメント 2015年 3月 構成比 2016年 3月 構成比 2017年 3月 構成比 2018年 3月 構成比 
成形品ｾｸﾞﾒﾝﾄ         
 自動車 1,588 39.5% 1,471 36.3% 1,273 30.5% 1,314 27.8% 
 医療・食品 705 17.6% 749 18.5% 837 20.0% 923 19.5% 
 電機 825 20.6% 760 18.8% 589 14.1% 484 10.2% 
 産業資材 487 12.1% 609 15.0% 985 23.6% 1,554 32.8% 
成形品ｾｸﾞﾒﾝﾄ計 3,605 89.8% 3,589 88.6% 3,684 88.2% 4,275 90.3% 
金型･技術ｾｸﾞﾒﾝﾄ 411 10.2% 461 11.4% 491 11.8% 460 9.7% 

合計 4,016 100.0% 4,050 100.0% 4,175 100.0% 4,735 100.0% 
 
５．設備投資・生産計画 

（１）設備投資・生産計画 

本計画期間中における設備投資計画は、新規受注の多くが、当社保有の設備を有効活用する

ことで対応できる見込みであります。大型射出成形機を更新時期に合わせて、省電力タイプに

入替えを計画しております。 

生産体制につきましては、自動車業界向けのジャスト・イン・タイム体制に合わせた短納期、

棚卸資産の圧縮をいっそう進めてまいります。 

また、自動車分野でニーズの高い、当社による国内での製品開発・立上げと海外協力会社で

の量産とのシームレスな連携体制を構築してまいります。 

その他、産業資材分野で売上を拡大している遊技関連部品及びコンビニ向け製品の新製品立

上げ体制を整え、効率の良い生産ライン構築に取り組んでまいります。 

 

（２）有形固定資産一覧表 
（単位：百万円） 

有形固定資産 
実績 計画 計画 計画 

2015年 3月末 2016年 3月末 2017年 3月末 2018年 3月末 
建物 813 771 718 667 
構築物 26 24 20 16 
機械及び装置 185 166 172 179 
土地 249 249 249 249 
その他 45 48 36 26 
有形固定資産合計 1,320 1,260 1,197 1,139 

 
６．技術研究開発 

当社は、経営基本方針として、企業競争力の強化・技術集約企業への推進を揚げており、プ

ラスチック加工領域における独自技術を開発し、その成果を広く普及させることを主眼として

研究開発活動を進めております。 

当社の独自技術である RHCM（高速ヒートサイクル成形法）は、従前製品化粧面におけるデザ

イン品質改善が主たる用途でしたが、現在はＲＨＣＭ成形品そのモノに機能を付加する用途へ

発展しております。 

近年、ナノテクノロジーに代表される超微細形状から得られる機能に各業界が注目をし、研

究開発に取り組んでおります。ＲＨＣＭ技術の特徴的な効果でもある成形品の金型面への高転

写性及び、樹脂の流動性向上効果を用い、金型の微細パターンを成形品に忠実に転写し、射出

成形のみで成形品に様々な機能を付加することができます。微細転写技術で付与できる機能と

しては、自動車表示機器の視認性を向上させる為の反射防止機能や血液検査プレートにおいて

検査判定機能を付与することが実現され量産されております。 



また、遊技部品においてＬＥＤの光を導光転写するパネルを独自デザインで完成、量産化さ

せております。引き続き、新たな機能を持った製品を生み出すべく微細成形及び、微細転写加

工技術の開発に取り組んでまいります。 

 

７．財務資本計画 

本計画期間中の財務計画は、売上高に見合った有利子負債、現金残高と一致すべくその双方

を適正に調整いたしてまいります。 

具体的には、2012 年３月期においては、草加市本社不動産の売却金額約７億円を主たる原資

として借入金を約 13 億円、2013 年３月期には約４億５千万円、2014 年３月期は３億７千万円

返済し、2015 年３月期には有利子負債額を約 17億円にまで減少させてまいりました。 

現金残高は、2012 年３月期において約 13 億円、2013 年３月期末には約９億６千万円、2015

年３月期末には、約 11億９千万円を見込んでおります。 

結果、株主資本比率は 2011 年３月期の約 34%から、2015 年３月期には約 35.8%に、D/E レシ

オは、2011 年３月期の 1.49 から、2015 年３月期には 1.07 に改善してまいりました。今後も

D/E レシオ 1.0 以下に向けて改善させてまいります。 

株式配当につきましては、2015 年３月期からの復配を予定しております。 

以 上 

 

 

※ 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び

合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異

なる可能性があります。 


